ほぼ週刊コラム「Partnership論」　その２７
会計自由って何？　（まずは衆院選の印象から…。）
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1) 同様な意見だから連帯、2) 多様な意見だから分裂、3) 多様な意見だけれども連帯。恐らくこの順を追って「社会」というものは「進化」していくのだろうと、思わずにはいられなかった。いや何を見てって、今回の１２月１６日日曜日の衆院選だ。
意見の違いが「分裂」しか生まない「不毛な論戦」の衆院選。見ていて…、これは日本が大人社会になっていくために必要な「通過儀礼」なのだと私は自分に言い聞かせていた。
と言っても、私は「論戦によって意見の一致を得よ」とか「意見を一致させて連帯社会を取り戻せ」と言いたいのではない。それでは単なる「後戻り」になってしまう。そうではなくて、多様な意見が出てくる方が望ましい、というか21世紀社会では様々な個性が多様な意見を出し合い、対話を続ける、熟慮に熟慮を重ねることが必須だと考えている。
その上での「連帯」、つまりコラムその１７で示したSolidarity即ち「多様な意見で様々に食い違うのだけれども連帯する」という「矛盾の超克」というか、一皮むけた大人の精神構造を、日本人は持つべし、あるいは、持ってもらいたいといっているのだ。
先走ると、そうするには恐らく「共通善の存在」と「人間の尊厳」の両概念の共有化、つまり最新の社会科学の専門用語でいうThe Immanent frame（根源的枠組み）
が必要になってくると思うが読者の皆さんにはそれは食傷気味だろう。今はこの説明はやめておく。
兎に角、日本人は今の混乱と分裂の段階を超えて「大人」にならなければならない。そうしないと、本シリーズの本題であるpartnershipという協業形態は日本には生まれようがないし、失われた二十年は、更に三十年四十年と続いていってしまう。
さて、このあたりで衆院選の印象はやめにして、今週は、先週の「会計自由かつ有限責任　LLC誕生」に対して読者からお寄せ頂いたコメント、「会計自由って何？」にお答えしていこう。
あれっ…いま、ふと思った。「会計自由かつ有限責任」は、「多様な意見だけれども連帯」と同じだな、と。私は、色々なことを言っているようだけど、とどのつまり一つのこと、uni-versalism、即ちunited in diversityしか言っていないんだなと、我がことながら思った。つまり皆さんへの「呼びかけ」だ。『皆さん、自由で多様な会計によるチャレンジングな事業に対して「そんなのけしからん」と無限責任を課すのではなくて、むしろ、「それも自分たちの一部だ」という連帯意識を持って「一理あるかもしれない」と寛容に接して有限責任を与えましょうよ、ねっ。』という「呼びかけ」だ。…まっ、話を先に進めよう。
会計自由って何？　会計自由
、英語ではfreedom of accounting。その意味するところは、内国歳入慣令（IRC）の §703(b)の、“A partnership generally is free to select its own accounting method”、つまり「原則的に、partnershipはその会計手法を自由に選べる。」だ。ちなみにcorporateについてはIRC §448(a) が、“C Corporations
 generally must use the accrual method of accounting.”、つまり「原則的に、C corporateは発生主義会計を使わなければならない。」と述べている。
IRCは米国の税法だから、ここで言う会計は企業会計ではなくて税務会計だ。つまりIRCでは、partnershipの税務会計自由を定めているだけだ。
では、税務会計でなく企業会計の会計自由はどこで定められているのか？　実は、「どこにも定められていない」が答えだ。…というか、定める必要がない。なぜなら西洋のCivil Code、common lawには必ず「契約自由」が組み込まれており
、この「契約自由」から「会計自由」は導かれるからだ。コラムその２でも述べたが、もともとaccounting（会計）とはa-countingあるいは亜-countingつまり「数を数える様なもの」であって、「数を数える」こととは明確に一線を画す。元々accounting（会計）は、「自由」なものだ。 
エッ、ちょっと待って、齋藤は先週も今も「corporateは発生主義会計が強行法規定。」と言ったじゃないか。「もともと会計は自由なものだ」と矛盾する。おかしいぞ。…と気づいて頂けました？
結論から言うとcorporate、正確に言うと、listed corporateが「会計自由」の例外なのだ。listed corporateとは日本でいう上場株式会社のこと。株式を公開株式市場に公開したcorporateのことだ。勿論このlisted corporateにも「契約自由」は適用されている。しかし、先週先々週と述べたことだが、(1) 誰にでも譲渡できる、即ちfreely transferrableな「株式」を発行する。(2) 株主の有限責任を担保する。　この二点を旨とするlisted corporateは、必ず、発生主義会計を使わなければならない。というか、使うことになる。何故ならば、発生主義会計によって、「お金で価値を計測できる資産を今どのくらい所有しているか」「また今後も、利益を出して所有資産を減らさないでいられるか」を、公開株式市場にアクセスする人々、つまり一般の人々に、常に開示というか公示していなければならない。そうしなければ、先週説明したように、一般人である「株主」の有限責任を担保できないからだ。
従って、listed corporateには「会計自由」が適用されない。というか、適用できない。listed corporate（公開株式会社）は、会計自由原則の「例外」なのだ。

先ほど、「会計自由」は「契約自由」から導かれると述べた。この導出は、英米のcommon lawではストレートに出来るので少し説明してみよう。

まず契約とは何か？　それは「Aからの交換取引の申出（offer）と、Bによるその受容（acceptance）、この二つからなる両者の合意（agreement）」であって「約因（consideration）」を伴うものであるとcommon lawでは説明される。

では約因とは何か？　それは、英米法の教科書ではシチメンドクサク説明されるので、齋藤流にズバリいうと、AB両者が「この交換はお得だ」と考えていること、だ。
例えばAが使わなくなったパソコンをBに3万円で売るという両者の合意が為され、AもBもこの交換取引は「お得」と考えている時、この合意を「契約」という。
更に、この様な「契約」の定義において大事なのは、「約因」つまり両者の「お得感」に対し「相当性の不審査」という法理がcommon lawにはあることだ。

それは何かというと、これも齋藤流にズバリいくと、AB両者の持つ「お得感」に他人が口を挟んではいけない、ということだ。裁判所も行政も口を挟んではいけない。勿論、にせ物商法とか詐欺は取り締まられるが、そうでない限り他人がトヤカク言ってはいけない。これが、相当性（appropriateness）の不審査法理だ。
もうお分かりだろう、「契約自由」とはこの「相当性の不審査法理」のことだ。「お得感」は各人の自由な価値観で生まれてくるものであって、裁判所とか行政が「その価値観はおかしい」とか言ってはいけないのだ。「たで食う虫も好き好き」ということだ。
これを敷衍すれば、なにか標準的な「会計基準」「会計手法」があって、それを押しつけるのは「いけないことだ」という考えに至る。これが正に「会計自由」だ。　Q.E.D.

なお、「相当性の不審査法理」から見ると、「職務発明の相当の対価」を最終的には裁判所が判断すると日本が決めたことは「おかしなことだ」とする意見が、英米法の研究者から出ている。例えば、『職務発明をめぐる利益調整における法の役割 ----アメリカ法の考察とプロセス審査への示唆』坂井岳夫　など参照方。今回はこれ以上詳しくは論じない。

兎に角、「listed corporateがmandatory accrual」なのは例外中の例外だという感覚が、欧米人のこころの根底に厳然と存在する。
ところが日本人の一般的感覚からするとどうだろうか？　むしろ「会社というのは発生主義会計が強行法規定。それは、お天道様が東から昇るのと同じくらい当たり前のことだ。」と思っているのではないだろうか。
うーむ。明治開闢以来の一夜漬け勉強のせいかな？　マッ、とにかく、日本の「失われた二十年」の病巣はとてもとてもフカーいところにあるようだ。対症療法では治らない、体力がなくならないうちに「根幹治療」というか「根幹勉強」を始めないといけない。こう思うのは私だけだろうか？
今週は以上。来週は2012年の最終週なのでお休みの予定。来年は第2週の1月11日（金曜日）からアップします。乞うご期待。
� Immanentの語源は、聖書でイエスの幼名として使われているインマヌエルあるいはエマニュエルだ。元々は「神とともにある」といった意味だ。現在の社会学では、「西洋社会」の根源的枠組みを示す言葉としてこのimmanent frameという言葉が使われている。西洋社会が、その根源にキリスト教の宗教色を確かに残しているというニュアンスも含まれている。詳しくは� HYPERLINK "http://www.ssrc.org/" \t "_blank" ��SSRC（社会科学研究評議会）�の� HYPERLINK "http://blogs.ssrc.org/tif/" \t "_blank" ��The Immanent frame�を参照方。


� 2007年に私は「� HYPERLINK "freedom%20of%20accounting%20the%20vital%20of%20innovation%20engine_rev11.doc" \t "_blank" ��Freedom of Accounting; The Vital of Innovation Engine�」という論文を書いたのだが、そこでこの言葉を使った。私の新造語だ。その後何人かの欧米人にこの用語の感想を聞いた。皆、契約自由（freedom of contract）から連想してその意味するところを間違いなくとらえてくれた。ニュージーランドのある会計学者は「我々西洋人にはこのfreedom of accountingという用語は哲学的あるいは宗教的意味も含んでいる。accountingはconfession（懺悔、告白）の意味も持っているからだ。」と感想を述べてくれた。別の人からは「もともとaccountingとは自由なものだ。西洋人にとってはことさらfreedom of accountingと言う必要はない。」という感想もあった。これは「契約自由」が浸透した欧米ならではの感想だと私は感じた。


� 　米国税法ではcorporateは二つに分類される。IRC Subchapter Cで規定されるC-corporationとIRC Subchapter Sで規定されるS-corporationの二つに分類される。日本の株式会社はこのC-corporationに相当する。S-corporateはIRC §267(a)(2), (e)において会計自由がうたわれている。即ち、S-corporateはcorporateと名がついているが発生主義会計が強行法規定ではなく、会計自由だ。従って、IRSの所得統計研究所（SOI）では、S-corporationはpass through entityであるとしてpartnership tax entityとして扱うことがある。Subchapter Sは戦後まもなくの1946年（� HYPERLINK "http://www.s-corp.org/our-history/" \t "_blank" ��出典URL�）、即ち、corporate全盛時代であり、まだpartnership tax codeが整備されていない時代に策定されたのでこの様な混乱がある。


� 驚いたことに、日本の民法にはこの「契約自由原則」が明文化されていない。法制審議会の民法（債権関係）部会の� HYPERLINK "http://www.moj.go.jp/shingi1/shingi04900017.html" \t "_blank" ��第９回会議（平成２２年５月１８日開催）�の� HYPERLINK "http://www.moj.go.jp/content/000047328.pdf" \t "_blank" ��資料11-1�、� HYPERLINK "http://www.moj.go.jp/content/000047330.pdf" \t "_blank" ��資料11-2�を参照方。


� なお、unlisted corporate（日本風に言えば非上場株式会社）には、mandatory accrualではなく会計自由が適用される。ただし、「もうすぐ株式公開する」と予定しているunlisted corporateだと、強行法規定ではないが必ず自主的に発生主義会計をその会社が自らつけ始める。なぜなら、発生主義会計によって株主の有限責任を担保していることを明示しない限り、外部の一般人は株式を購入してくれないからだ。株式公開しても、よほどの素人でない限り株式購入してくれないからだ。このあたりも、日本人には明確になっていない。大方の日本人は「会社＝発生主義会計が強行法規定」と誤解している。


� Civil Codeでも「会計自由」を「契約自由」から導出することは出来る。それは、Civil Code国家であるドイツがGmbH（Gesellschaft mit beschränkter Haftung（有限責任会社）、1892年に世界に先駆けて制度化された）を2008年に大改訂し、米国の現在のLLCとそっくりにすることに成功していることからも窺われる。2008年改訂の新GmbH法については『� HYPERLINK "http://doors.doshisha.ac.jp/webopac/bdyview.do?bodyid=BD00012145&elmid=Body&lfname=028003250001.pdf" \t "_blank" ��国際競争と会社法立法　----ドイツにおける有限会社法の現代化および濫用に対処するための政府草案（MoMiG）を中心に----�』早川勝、など参照方。
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